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【学識経験者１８名】
荒 見 玲 子 名古屋大学教授

◎ 市 川 晃 住友林業株式会社代表取締役会⾧
伊 藤 正 次 東京都立大学教授
岩 﨑 尚 子 早稲田大学電子政府・自治体研究所教授
大 橋 真由美 上智大学教授
大 屋 雄 裕 慶應義塾大学教授

○ 谷 口 尚 子 慶應義塾大学教授
琢 也 一橋大学名誉教授

土 山 希美枝 法政大学教授
林 知 更 東京大学教授
原 田 大 樹 京都大学教授
牧 原 出 東京大学教授
松 永 桂 子 大阪公立大学教授
御手洗 瑞 子 株式会社気仙沼ニッティング代表取締役
村 木 美 貴 千葉大学教授
安 田 充 自治体国際化協会理事⾧

★ 山 本 隆 司 東京大学教授
横 田 響 子 株式会社コラボラボ代表取締役

【国会議員６名】
橘 慶一郎 衆議院議員
中 根 一 幸 衆議院議員
宮 下 一 郎 衆議院議員
神 谷 裕 衆議院議員
江 島 潔 参議院議員
岸 真紀子 参議院議員

【地方六団体６名】
阿 部 守 一 ⾧野県知事（全国知事会会⾧）
藏 内 勇 夫 福岡県議会議⾧（全国都道府県議会議⾧会会⾧）
松 井 一 實 広島市⾧（全国市⾧会会⾧）
丸 子 善 弘 山形市議会議⾧（全国市議会議⾧会会⾧）
棚 野 孝 夫 北海道白糠町⾧（全国町村会会⾧）
中 本 正 広島県安芸太田町議会議⾧（全国町村議会議⾧会会⾧）

（◎：会⾧、○：副会⾧、★：専門小委員会委員⾧）

１．概 要
○ 地方制度調査会は、地方制度調査会設置法により、昭和２７年１２月、総理府（現：内閣府）に設置。内閣総理
大臣の諮問に応じて地方制度に関する重要事項を調査審議する。

○ 委員は、内閣総理大臣が任命することとされており、３０人以内で構成。任期は２年で国会議員、地方公共団体
の議会の議員、地方公共団体の長等及び学識経験者により構成。

２．第３４次（今回）の諮問事項

○ 令和８年１月１９日に第１回総会が開催され、総理より諮問。

【諮問事項】 人口減少により深刻化する人材の不足や偏在、デジタル技術の進展等の課題に対応し、将来にわたり、地域の
特性に応じて、持続可能かつ最適な形で行政サービスを提供していくため、国・都道府県・市町村間の役割分担、
大都市地域における行政体制その他の必要な地方制度の在り方について、調査審議を求める。

○ 委員 （Ｒ８.４.２１現在 ３０名）
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これまでの審議状況
内容

○ 会⾧・副会⾧の選任、内閣総理大臣諮問文手交第１回総会

○ 自由討議第１回専門小委員会

○ 関係省庁（厚生労働省、国土交通省）及び有識者
（髙橋滋法政大学教授）からの意見聴取第２回専門小委員会

○ 関係省庁（消費者庁）及び地方公共団体（⾧野県、
沖縄県、秋田県大館市、青森県中泊町）からの意見聴取第３回専門小委員会

○ 地方公共団体（関西広域連合、熊本県、神戸市）か
らの意見聴取第４回専門小委員会

○ 審議項目案の議論第５回専門小委員会

○ 審議項目の決定第２回総会

○ 国・都道府県・市町村間の役割分担について第６回専門小委員会

○ 大都市地域における行政体制について第７回専門小委員会

○ 地方公共団体（神戸市、北海道芽室町）及び関係
団体（福岡地域戦略推進協議会）からの意見聴取

○ 国・都道府県・市町村間の役割分担について
第８回専門小委員会

○ 地方公共団体（岡山県真庭市、神奈川県寒川町）か
らの意見聴取

○ 大都市地域における行政体制について
第９回専門小委員会

○ 国・都道府県・市町村間の役割分担について第10回専門小委員会

審議項目

１．「国・都道府県・市町村間の役割分担」の在り方について
１－１ 地方分権改革以降の社会経済情勢の変化と地方

行政を巡る取組
１－２ 取組の加速化
１－２－１ AIを含めたデジタル技術の活用の方向性
１－２－２ 地方公共団体間の連携の方向性
１－２－３ 国・地方公共団体以外の主体の活用の方向性
１－２－４ 地方議会及び住民自治の在り方
１－３ 各行政分野において取組を進めていくための枠組み
１－４ 各地域において取組を進めていくための枠組み

２．「大都市地域における行政体制」の在り方について
２－１ 大都市地域が果たすべき役割
２－２ いわゆる「特別市」の意義
２－３ 「特別市」の制度化を検討する場合の論点
２－３－１ 広域事務への影響等
２－３－２ 財産・施設や議員・職員への影響等
２－３－３ 財政への影響等
２－３－４ 大都市制度以外への影響
２－３－５ 「特別市」の設置手続
２－４ 住民自治等の確保

※大項目の一部を抜粋

今後のスケジュール
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